
（様式第５号） 捨印（申請者印）

（あて先） 千曲市長

申　請　者　（本店・本社） 入札に参加を希望する営業所(本店から委任を受ける場合に記入)　

郵便番号 郵便番号

フリガナ フリガナ

所在地 所在地

フリガナ フリガナ

商号又は名称 営業所の名称　

代表者役職 代表者役職　

フリガナ フリガナ

代表者氏名 ㊞ 代表者氏名　 ㊞

常駐職員名　 ※必ず記入

電話番号 電話番号

ＦＡＸ番号 ＦＡＸ番号

メールアドレス メールアドレス

　決算月 月 令和3・4年度名簿登載有無 　 （番号）

入札参加希望業種申請一覧表(下記①～③に従ってご記入ください。）

業　種
参加
希望

登録番号
直前営業年
度の業務実

績
業　種

参加
希望

登録番号
直前営業年
度の業務実

績
業　種

参加
希望

登録番号
直前営業年
度の業務実

績

測 量 　 第　　　　　号 建 築 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 　 第　　　　　号 建 設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 　 第　　　　　号

地 質 調 査 　 第　　　　　号 補 償 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 　 第　　　　　号

申請書記載担当者名 部署名 氏名 電話番号 ※必ずご記入ください。

※　本店、営業所等の営業実態を調査する場合があります。調査結果により、関係機関に通報する等の対処をする場合があります。

　　　　　－　　　　　　－

※　印鑑は、通常、入札・契約で使用する印鑑を押印すること（実印か否かは問わない。また、社印の押印は任意とする）。なお、この用紙は機械で処理するため、印影がなるべく文字にかからないようにしてください。

※　申請者（本社・本店等）が、営業所（支店等）に委任する場合は、当該営業所に常駐する職員がいることが必要です。

　　　　　－　　　　　　－

市 ・ 県 ・ 全

②　「登録番号」欄は、入札参加を希望する業種について、測量法や各種コンサルタント登録規程等による登録番号を記入する。

※千曲市使用欄

③　「直前営業年度の業務実績」欄は、入札参加を希望する業種の、資格審査基準日直前の営業年度における業務実績がある場合、○印を記入する（実績がない業種は、入札参加資格を付与できません）。

千曲市新戸倉体育館整備・運営事業　建設コンサルタント業務入札参加資格審査申請書　　　　　

①　「参加希望」欄は、入札参加を希望する業種に○印を記入する(記入漏れがないようご注意ください）。

　　　　　－　　　　　　－

　　　　　－　　　　　　－

〒　　　　－

本  ・  支

〒　　　　－

特関　 有 ・ 無

読込　　○ ・ △

1年以上

千曲市新戸倉体育館整備・運営事業の入札に参加する資格の審査を申請します。なお、申請書等に記載された事項は、全て事実と相違ないことを誓約します。

令和　　　年　　　　月　　　　日

Ｎｏ



令和　　　年　　　月　　　日

（あて先） 千曲市長

委任者 所　　在　　地

商　　　　　号

代表者役職氏名 ㊞

　私は、下記の者を代理人と定め、千曲市新戸倉体育館整備・運営事業の入札に係る期間、

千曲市との間に行う下記の権限を委任します。

受任者 所　　在　　地

商号又は名称

代表者役職氏名 ㊞

常駐する職員の氏名

記

　委　任　事　項

１　入札及び見積に関すること。

２　契約の締結及び履行に関すること。

３　契約に関る金銭の請求、受領、支払に関すること。

４　復代理人の選定に関すること。

委　　任　　状



（様式第６号） 経　営　規　模　総　括　表

（金額の単位：千円、
消費税　込・抜）

競争入札に参加を
直前２ヵ年間の

希望する業務区分 自 年  　　月　　　日 自 年  　　月　　　日 自 年  　　月　　　日 自 年  　　月　　　日 年間平均実績高

至 年  　　月　　　日 至 年  　　月　　　日 至 年  　　月　　　日 至 年  　　月　　　日

計

区 分 合　　　　計

払 込 資 本 額

積 立 金

繰 越 ( 欠 損 ) 金

計

常勤職員数

自 年 月　　　日

至 年 月　　　日

申請者(本社・本店）の商号又は名称：

創　　　　　　　業 転　廃　業　(休業) 現組織への変更

年　　月　　日

通算営業年数

年年　　月　　日 人

前 前 年 の 営 業 年 度 直 前 の 営 業 年 度

計 決算後の増減額

契
　
　
　
約
　
　
　
実
　
　
　
績
　
　
　
額

営
業
年
数
他

自
　
己
　
資
　
本
　
額

直前決算時 剰余(欠損)金処分

直前２年の各営業年度の決算に基づく契約金額



（様式第７号）

業種　　　　　　　　　　　　　　　　　（業務）　　　　　　　　　　　　　　　 （消費税　込・抜）

請負代金の額 着　　手　　年　　月

（千円） 完了又は完了予定年月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

H ・ R　　　　年　　　　月

記載要領
1　業種（測量、建築ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、地質調査、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの５業種）ごとに作成してください（入札参加を希望する業種のみ）。
2　建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの場合は、業務内容（土質及び基礎、鋼構造物及びｺﾝｸﾘｰﾄ等「登録部門」の区分）ごとに作成してください。

申請者の商号又は名称：

※必要項目の記載があれば独自様式でも可

注　文　者
元請・下
請の別

業　務　経　歴　書

業　　　　務　　　　名
業務実施の都
道府県名



申請者(本店等）の商号又は名称：

１　資本関係に関する事項

（１）親会社（自社に親会社がある場合に記載（事業協同組合の構成員の場合は組合名、組合所在地を記載））

（２）子会社（自社に子会社がある場合に記載（事業協同組合の場合は、全構成員の「商号又は名称」、「所在地」を記載）

（３）①に記載した親会社の他の子会社等（自社を除く。）

２　人的関係に関する事項

（１）役員の兼任の状況

※役員とは、商業登記に係る登記事項証明書に記載の代表取締役、取締役をいう。

※申請事項に変更が生じた場合は記載事項変更届に本紙を添付して提出してください。

※行が不足する場合は、適宜、行挿入してください。

自社の役職・氏名 兼任先・兼任先の役職

該
当
な
し

該
当
あ
り

（
右
の
通
り

）

役職名 氏　名 商号又は名称 所　在　地 役職名

該当なし
該当あり

（右の通り）

商号又は名称 所　在　地

該当なし
該当あり

（右の通り）

商号又は名称 所　在　地

資本関係・人的関係に関する調書

該当なし
該当あり

（右の通り）

商号又は名称 所　在　地

※それぞれの項目で、該当ない場合は、「該当なし」に○をしてください。



令和 年 月 日

千曲市長　　　　　あて

印代表者職氏名

　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、必要な場合には、長野県警察に照会することについて承諾し、当該事項に
関する書類の提出を千曲市長から求められた場合には、指定された期日までに提出
します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１ 自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者では
ありません。
(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
　号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規
　定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
(4) 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
(5) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目
　的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
(6) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的
　又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
(8) 暴力団員と密接な交友関係を有する者

２ １(1)から(8)までに掲げるもの（以下「暴力団等」という。）を下請契約等の相手方に
　しません。

３ 下請契約等の相手方が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解
　除します。

４ 自己又は下請契約等の相手方が暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、
　千曲市長に報告し、警察に通報します。

暴 力 団 排 除 に 関 す る 誓 約 書

住　　　 所

商号又は名称



令和 年 月 日

千曲市長　　　　　あて

下記のとおり、社会保険等に加入していることを申し出ます。

【添付書類】
１　健康保険及び厚生年金保険（①～③のいずれかの写し）
①健康保険・厚生年金保険の領収証書

②社会保険料納入証明書

③資格取得確認および標準報酬決定通知書

２　雇用保険（労働保険）（④又は⑤の写し）

⑤雇用保険被保険者資格取得等通知書

【注意事項】
１　加入人数が加入義務者数に満たない場合は資格要件がないものとして扱います。
２　申出書に疑義が生じた場合、関係機関に問い合わせをする場合があります。
３　提出部数：1部

備考欄
（従業員数と加入義務者が一致し
ない理由）

（注）「従業員数」と「保険加入義務者数」が一致しない場合は、備考欄にその理由を記入
すること。


④雇用保険の領収済通知書および労働保険概算・確定保険料申告書(雇用保険分が記載のもの)

雇用保険（労働保険）

従業員数

保険加入義務者数

加入人数

厚生年金保険

従業員数

保険加入義務者数

加入人数

健康保険

従業員数

保険加入義務者数

加入人数

代表者職氏名

記

保険の名称 適　　用 人　　数

社会保険等加入状況申出書

住　　　 所

商号又は名称

この届出は、建設工事にあっては、経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書の写し
で社会保険等に加入していることが確認できない場合に提出、建設コンサルタント等に
あっては、社会保険等の加入義務がある場合に提出が必要です。



令和 年 月 日

千曲市長　　　　　あて

1 雇用保険（労働保険）について　

＊ 該当する□欄にチェックしてください。

□ 従業員がいないため加入義務がありません。

□ その他（理由を下記に記入してください。）

2 健康保険及び厚生年金保険について

＊ 該当する□欄にチェックしてください。

□ 常時使用する者が５人未満の個人事業者であるため、加入義務がありません。

□ その他（必ず理由を下記に記載してください。）

＊ 疑義が生じた場合、関係機関に問い合わせる場合があります。

※加入義務がないことを証する書類として、賃金台帳、労働者名簿、源泉所得税領収書等のうち
いずれかの写し又は健康保険被保険者適用除外承認証の写しを添付してください。

（理由）

【年金事務所等に確認した場合は、下記も記入してください。】
令和　　年　　月　　日に関係機関「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に
上記理由により加入義務がないことを確認しました。（関係機関記入例：○○年金事務所）

代表者職氏名

下記により、雇用保険（労働保険）、健康保険及び厚生年金保険の加入義務がないことについて
届け出ます。

記

※「その他」を選択した場合、加入義務がないことを証する書類として、賃金台帳、労働者名簿、
源泉所得税領収書等のうちいずれかの写しを添付してください。

（理由）

【労働局等に確認した場合は、下記も記入してください。】
令和　　年　　月　　日に関係機関「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」に
上記理由により加入義務がないことを確認しました。（関係機関記入例：○○労働局）

社会保険等の加入義務がないことの届出書

住　　　 所

商号又は名称

この届出は、建設工事にあっては、経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書の写し
で社会保険等の加入義務がない（適用除外者）ことが確認できない場合、建設コンサルタ
ントにあっては、社会保険等の加入義務がない（適用除外者）場合に提出が必要です。


